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議案第 １ 号 

 

足利市手数料条例の改正について 

 

 次のとおり改正する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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足利市手数料条例の一部を改正する条例 

足利市手数料条例（平成１２年足利市条例第４号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表第１中 

「 

戸籍の謄本又は抄本の交付 １通につき 450円  

除かれた戸籍の謄本又は抄本の

交付 

１通につき 750円  

戸籍に記載した事項に関する証

明書の交付 

証明事項１件につき 350円  

除かれた戸籍に記載した事項に

関する証明書の交付 

証明事項１件につき 450円  

届出若しくは申請の受理の証明

書又は戸籍法（昭和２２年法律

第 224 号）第４８条第２項（同

法第 117 条において準用する場

合を含む。）若しくは第 126 条

の書類に記載した事項の証明書

の交付 

１通につき 350円 

（婚姻、離婚、養子縁組、養子離縁又

は認知の届出の受理について、法務省

令で定める様式による上質紙を用いる

場合にあっては、1,400円） 

を 

戸籍法第４８条第２項（同法第

117 条において準用する場合を

含む。）の書類の閲覧 

書類１件につき 350円  

                                   」 

「 

戸籍法（昭和２２年法律第 224

号）第１０条第１項、第１０条

の２第１項から第５項まで若し

くは第 126 条の規定に基づく戸

籍の謄本若しくは抄本の交付又

は同法第 120 条第１項、第 120

条の２第１項若しくは第 126 条

の規定に基づく戸籍証明書の交

付 

１通につき 450円  
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戸籍法第１０条第１項、第１０

条の２第１項から第５項まで、

第 120 条第１項、第 120 条の２

第１項又は第 126 条の規定に

基づく戸籍に記載した事項に

関する証明書の交付 

証明事項１件につき 350円  

   

戸籍法第 120 条の３第２項の規

定に基づく戸籍電子証明書提供

用識別符号の発行（情報通信技

術を活用した行政の推進等に関

する法律（平成１４年法律第

151 号）第７条第１項の規定に

基づき、同法第６条第１項に規

定する電子情報処理組織を使用

する方法（総務省令で定めるも

のに限る。以下「電子情報処理

組織による申請等」という。）

により戸籍電子証明書提供用識

別符号の発行を行う場合（当該

発行に係る戸籍電子証明書の請

求が電子情報処理組織による申

請等により行われた場合に限

る。）における当該発行及び戸

籍電子証明書提供用識別符号の

発行に係る戸籍電子証明書の請

求を行う者が同時に当該戸籍電

子証明書が証明する事項と同一

の事項を証明する戸籍の謄本若

しくは抄本又は戸籍証明書の請

求を行う場合における当該発行

を除く。） 

戸籍電子証明書提供用識別符号１件に

つき 400円 

 

   
戸籍法第１２条の２において準

用する同法第１０条第１項若し

くは第１０条の２第１項から第

５項までの規定若しくは同法第

126 条の規定に基づく除かれた

戸籍の謄本若しくは抄本の交付

１通につき 750円  
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又は同法第 120 条第１項、第

120 条の２第１項若しくは第

126 条の規定に基づく除籍証明

書の交付 

 

に 

 
   

戸籍法第１２条の２において準

用する同法第１０条第１項若し

くは第１０条の２第１項から第

５項までの規定、第 120 条第１

項、第 120 条の２第１項又は同

法第 126 条の規定に基づく除か

れた戸籍に記載した事項に関す

る証明書の交付 

証明事項１件につき 450円  

戸籍法第 120 条の３第２項の規

定に基づく除籍電子証明書提供

用識別符号の発行（情報通信技

術を活用した行政の推進等に関

する法律第７条第１項の規定に

基づき、電子情報処理組織によ

る申請等により除籍電子証明書

提供用識別符号の発行を行う場

合（当該発行に係る除籍電子証

明書の請求が電子情報処理組織

による申請等により行われた場

合に限る。）における当該発行

及び除籍電子証明書提供用識別

符号の発行に係る除籍電子証明

書の請求を行う者が同時に当該

除籍電子証明書が証明する事項

と同一の事項を証明する除かれ

た戸籍の謄本若しくは抄本又は

除籍証明書の請求を行う場合に

おける当該発行を除く。） 

除籍電子証明書提供用識別符号１件に

つき 700円 

 

戸籍法第４８条第１項（同法第

117 条において準用する場合を

含む。）の規定に基づく届出若

しくは申請の受理の証明書の交

付、同法第４８条第２項（同法

１通につき 350 円（婚姻、離婚、養

子縁組、養子離縁又は認知の届出の受

理について、請求により法務省令で定

める様式による上質紙を用いる場合に

あっては、1,400円） 
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第 117 条において準用する場合

を含む。）若しくは第 126 条の

規定に基づく届書その他市長の

受理した書類に記載した事項の

証明書の交付又は同法第 120 条

の６第１項の規定に基づく届書

等情報の内容の証明書の交付    

戸籍法第４８条第２項（同法第

117 条において準用する場合を

含む。）の規定に基づく届書そ

の他市長の受理した書類を閲覧

に供する事務又は同法第 120 条

の６第１項の規定に基づく届書

等情報の内容を表示したものを

閲覧に供する事務 

書類又は届書等情報の内容を表示した

もの１件につき 350円 

 

                                   」 

改める。 

附 則 

１ この条例は、令和６年３月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の別表第１の規定は、この条例の施行の日以後の申請

に係る手数料について適用し、同日前の申請に係る手数料については、なお従

前の例による。 
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議案第 ２ 号 

 

令和５年度足利市一般会計補正予算（第９号）について 

 

次のとおり定める。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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   令和５年度足利市一般会計補正予算（第９号） 

令和５年度足利市の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，３２０，０００千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６０，３２４，０００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正                  （単位千円) 

 歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

50 国庫支出金  10,895,676 1,296,295 12,191,971 

 10 国庫負担金 6,974,419 45,330 7,019,749 

 15 国庫補助金 3,880,119 1,250,965 5,131,084 

75 繰 越 金  899,920 23,705 923,625 

 10 繰 越 金 899,920 23,705 923,625 

歳 入 合 計 59,004,000 1,320,000 60,324,000 

 

 歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

15 総 務 費  4,736,847 245,000 4,981,847 

 10 総務管理費 3,481,720 245,000 3,726,720 

20 民 生 費  24,260,805 987,956 25,248,761 

 10 社会福祉費 7,815,988 987,956 8,803,944 
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25 衛 生 費  5,812,724 65,330 5,878,054 

 10 保健衛生費 3,169,432 65,330 3,234,762 

55 教 育 費  5,265,649 21,714 5,287,363 

 30 保健体育費 1,336,184 21,714 1,357,898 

歳 出 合 計 59,004,000 1,320,000 60,324,000 

 

第２表 繰越明許費補正                   （単位千円） 

追 加 

款 項 事  業  名 金 額 

15 総 務 費 10 総務管理費 水道事業会計補助金 245,000 

20 民 生 費 10 社会福祉費 低所得者支援・定額減税調整給付金 987,956 
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議案第 ３ 号 

 

工事請負契約の変更について 

 

次のとおり（仮称）足利市新斎場火葬炉設備設置工事の工事請負契約の変更契約

を締結する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 

 

記 

 

請負契約金額  ３７６，４９７，０００円 
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議案第 ４ 号 

 

足利市事務分掌条例等の改正について 

 

 次のとおり改正する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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足利市事務分掌条例等の一部を改正する条例 

（足利市事務分掌条例の一部改正） 

第１条 足利市事務分掌条例（平成４年足利市条例第１号）の一部を次のように

改正する。 

第１条の表総合政策部の項第８号中「大型公共施設」を「公共施設マネジメ

ント及び大型公共施設」に改め、同表行政経営部の項中第１１号及び第１２号

を削り、第１３号を第１１号とし、同表健康福祉部の項中第７号を削り、第６

号を第７号とし、同項第５号中「家庭福祉」を「子育て支援」に改め、同号を

同項第６号とし、同項第４号の次に次の１号を加える。 

(5) 保健衛生に関すること。 

第１条の表生活環境部の項第５号中「市民相談」の次に「並びに共生社会」

を加え、同表都市建設部の項第１号中「都市計画」の次に「、交通企画」を加

え、同項第２号を次のように改める。 

(2) 建築、住宅及び建築指導に関すること。 

第１条の表都市建設部の項中第６号を削り、第７号を第６号とし、第８号を

削る。 

（足利市地域公共交通会議条例の一部改正） 

第２条 足利市地域公共交通会議条例（平成３０年足利市条例第４１号）の一部

を次のように改正する。 

第８条中「総合政策部総合政策課」を「都市建設部都市政策課」に改める。 

（足利市人権推進審議会条例の一部改正） 

第３条 足利市人権推進審議会条例（平成１４年足利市条例第１１号）の一部を

次のように改正する。 

第８条中「行政経営部人権・男女共同参画課」を「生活環境部市民生活課」

に改める。 

（足利市いじめ問題対策連絡協議会等条例の一部改正） 
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第４条 足利市いじめ問題対策連絡協議会等条例（令和３年足利市条例第２８

号）の一部を次のように改正する。 

第３５条中「行政経営部人権・男女共同参画課」を「生活環境部市民生活

課」に改める。 

（足利市建築審査会条例の一部改正） 

第５条 足利市建築審査会条例（昭和５６年足利市条例第６２号）の一部を次の

ように改正する。 

第９条中「都市建設部建築指導課」を「都市建設部建築・住宅政策課」に改

める。 

（足利市空家等対策協議会条例の一部改正） 

第６条 足利市空家等対策協議会条例（平成３１年足利市条例第１１号）の一部

を次のように改正する。 

第９条中「都市建設部建築指導課」を「都市建設部建築・住宅政策課」に改

める。 

（足利市立教育研究所設置条例の一部改正） 

第７条 足利市立教育研究所設置条例（昭和３１年足利市条例第３２号）の一部

を次のように改正する。 

第１条中「基き」を「基づき」に改める。 

第２条各号列記以外の部分中「前条」を「、前条」に改め、同条中第３号を

第４号とし、第２号を第３号とし、第１号を第２号とし、同条に第１号として

次の１号を加える。 

(1) 教育のデジタル・トランスフォーメーションに関する事業 

第５条中「外」を「ほか」に、「教育委員会規則」を「、教育委員会規則」

に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第 ５ 号 

 

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の改正について 

 

 次のとおり改正する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例 

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７年足利市条例第３号）の

一部を次のように改正する。 

別表第１の１９の項中「期間内」を「期間（当該期間が業務の繁忙期であるこ

とその他の業務の事情により当該期間内にこの項の休暇の全部又は一部を使用す

ることが困難であると認められる職員にあっては、１の年度の６月から１０月ま

での期間）内」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第 ６ 号 

 

足利市職員の育児休業等に関する条例及び足利市会計年度任用職員の

給与及び費用弁償に関する条例の改正について 

 

 次のとおり改正する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 

 



- ２０ - 

 

足利市職員の育児休業等に関する条例及び足利市会計年度任用職員

の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

 （足利市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第１条 足利市職員の育児休業等に関する条例（平成４年足利市条例第２号）の

一部を次のように改正する。 

第７条第２項中「（地方公務員法（昭和２５年法律第 261 号）第２２条の

２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）」を削る。 

第８条中「地方公務員法」の次に「（昭和２５年法律第 261 号）」を加え

る。 

第１９条の表中第４条第１０項の項及び第１３条第４項の項を削り、同表第

１３条第５項の項中「育児休業条例」を「足利市職員の育児休業等に関する条

例（平成４年足利市条例第２号）」に改める。 

第２２条の表中第１３条第４項の項を削り、同表第１３条第５項の項中「育

児休業条例」を「足利市職員の育児休業等に関する条例（平成４年足利市条例

第２号）」に改め、同表第１７条の５の項中 

 「 

定年前再任用短時間勤務職員 任期付短時間勤務職員  を 

                                」 

 「 

第４条第３項から第９項まで、第８条 第８条  

 に 定年前再任用短時間勤務職員 任期付短時間勤務職員 

                                」 

 改める。 

 （足利市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第２条 足利市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年足

利市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 
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  第２条第１項中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。 

第１３条第２項中「前項に規定する」を「前項の」に改め、同条の次に次の

１条を加える。 

 （フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第１３条の２ 給与条例第１７条の４の規定は、任期の定めが６月以上のフル

タイム会計年度任用職員について準用する。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当

について準用する。 

第２３条第１項中「この条」の次に「及び次条」を加え、同条第２項中「前

項に規定する」を「前項の」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

  （パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第２３条の２ 給与条例第１７条の４の規定は、任期の定めが６月以上のパ

ートタイム会計年度任用職員について準用する。この場合において、給与

条例第１７条の４第３項中「それぞれその基準日現在において職員が受け

るべき給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額」とあるのは、

「それぞれその基準日の前日（退職し、又は死亡した職員にあっては、退

職し、又は死亡した日）以前６か月以内のパートタイム会計年度任用職員

としての在職期間における報酬（フルタイム会計年度任用職員との均衡を

考慮して規則で定める額を除く。）の１月当たりの平均額」と読み替える

ものとする。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、パートタイム会計年度任用職員の勤勉手

当について準用する。 

   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第 ７ 号 

 

足利市手数料条例の改正について 

 

 次のとおり改正する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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足利市手数料条例の一部を改正する条例 

足利市手数料条例（平成１２年足利市条例第４号）の一部を次のように改正す

る。 

別表第４法第１１条第１項前段の規定による設置の許可の項中 

「 

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所で危険物の貯蔵最大数量が 1,000

キロリットル以上 5,000キロリットル未満のもの 

1,180,000円 

 

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所で危険物の貯蔵最大数量が 5,000

キロリットル以上 10,000キロリットル未満のもの 

1,410,000円 

 

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所で危険物の貯蔵最大数量が 10,000

キロリットル以上 50,000キロリットル未満のもの 

1,590,000円 

 

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所で危険物の貯蔵最大数量が 50,000

キロリットル以上 100,000キロリットル未満のもの 

1,950,000 円 

 

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所で危険物の貯蔵最大数量が 100,000

キロリットル以上 200,000キロリットル未満のもの 

2,270,000 円 

を 

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所で危険物の貯蔵最大数量が 200,000

キロリットル以上 300,000キロリットル未満のもの 

4,550,000 円 

 

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所で危険物の貯蔵最大数量が 300,000

キロリットル以上 400,000キロリットル未満のもの 

5,820,000 円 

 

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所で危険物の貯蔵最大数量が 400,000

キロリットル以上のもの 

7,070,000 円 

 

                                 」 

「 

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所で危険物の貯蔵最大数量が 1,000

キロリットル以上 5,000キロリットル未満のもの 

1,450,000円 
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浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所で危険物の貯蔵最大数量が 5,000

キロリットル以上 10,000キロリットル未満のもの 

1,720,000円 

 

   

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所で危険物の貯蔵最大数量が 10,000

キロリットル以上 50,000キロリットル未満のもの 

1,920,000円 

 

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所で危険物の貯蔵最大数量が 50,000

キロリットル以上 100,000キロリットル未満のもの 

2,360,000 円 

 

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所で危険物の貯蔵最大数量が 100,000

キロリットル以上 200,000キロリットル未満のもの 

2,740,000 円 

に 

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所で危険物の貯蔵最大数量が 200,000

キロリットル以上 300,000キロリットル未満のもの 

5,640,000 円 

 

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所で危険物の貯蔵最大数量が 300,000

キロリットル以上 400,000キロリットル未満のもの 

7,240,000 円 

 

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所で危険物の貯蔵最大数量が 400,000

キロリットル以上のもの 

8,790,000 円 

 

                                       」 

改める。 

附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の別表第４の規定は、この条例の施行の日以後の申請

に係る手数料について適用し、同日前の申請に係る手数料については、なお従

前の例による。 
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議案第 ８ 号 

 

令和５年度足利市一般会計補正予算（第１０号）について 

 

次のとおり定める。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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   令和５年度足利市一般会計補正予算（第１０号） 

令和５年度足利市の一般会計補正予算（第１０号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３１２，０００千円を追加し、 

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６０，６３６，０００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正                  （単位千円) 

 歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

50 国庫支出金  12,191,971 113,584 12,305,555 

 10 国庫負担金 7,019,749 107,251 7,127,000 

 15 国庫補助金 5,131,084 6,333 5,137,417 

55 県 支 出 金  4,319,288 81,310 4,400,598 

 10 県 負 担 金 2,893,028 49,679 2,942,707 

 15 県 補 助 金 1,174,164 31,631 1,205,795 

75 繰 越 金  923,625 117,106 1,040,731 

 10 繰 越 金 923,625 117,106 1,040,731 

歳 入 合 計 60,324,000 312,000 60,636,000 

 

 歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

20 民 生 費  25,248,761 312,000 25,560,761 
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 10 社会福祉費 8,803,944 113,000 8,916,944 

 15 児童福祉費 9,033,017 199,000 9,232,017 

歳 出 合 計 60,324,000 312,000 60,636,000 

 

第２表 繰越明許費補正                   （単位千円） 

追 加 

款 項 事  業  名 金 額 

15 総 務 費 20 戸籍住民基本台帳費 戸籍・附票システム改修費 13,205 

  住基ネット・住基システム改修費 5,280 

  
コンビニエンスストア住民票等

交付事業費 
715 

25 衛 生 費 10 保健衛生費 
新型コロナウイルスワクチン接種

体制確保事業費 
4,000 

  
新型コロナウイルス対策予防接

種費 
7,000 

  斎場再整備事業費 440,673 

 15 清 掃 費 ごみ処理施設等建設事業費 17,200 

40 商 工 費 10 商 工 費 次期産業団地調査費 29,500 

45 土 木 費 10 土木管理費 地籍調査事業費 3,000 

  住宅耐震建替補助金 1,000 

  
通学路沿道ブロック塀等安全対策

補助金 
246 

 15 道路橋りょう費 急傾斜地崩壊対策事業費等負担金 23,858 

  五十部町４号線道路改良事業費 32,245 
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  江川利保通り道路改良事業費 102,200 

  単独道路改良事業費 150,127 

  通学路安全対策事業費 20,951 

  冠水対策事業費 8,735 

  
（仮称）足利スマートＩＣ関連

事業費 
28,960 

  橋りょう整備事業費 25,300 

 20 河 川 費 一般排水路工事費 108,066 

 25 都市計画費 都市景観形成事業費 4,000 

  
都市計画マスタープラン作成

（改定）事業費 
3,800 

  中橋整備関連まちづくり事業費 20,250 

  
公募設置管理制度（Park－PFI）

活用事業費 
69,000 

50 消 防 費 10 消 防 費 消防自動車等整備事業費 199,914 

55 教 育 費 25 社会教育費 藤本観音山古墳保存整備事業費 51,811 

  市民プラザ改修事業費 66,800 

  
史跡足利学校跡第２次保存整備

事業費 
6,922 
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議案第 ９ 号 

 

足利市公平委員会設置条例の改正について 

 

 次のとおり改正する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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足利市公平委員会設置条例の一部を改正する条例 

足利市公平委員会設置条例（昭和２６年足利市条例第２３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

本則中「第２項」を削り、「基き」を「基づき」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１０号 

 

足利市固定資産評価審査委員会条例の改正について 

 

 次のとおり改正する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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足利市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例 

足利市固定資産評価審査委員会条例（昭和２６年足利市条例第４９号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第２項中「もつて」を「もって」に改め、同条第３項中「よつて」を

「よって」に改める。 

第４条第３項中「第４条第３項」を「第３条第１項」に改める。 

第７条第３項中「署名押印しなければ」を「署名しなければ」に改める。 

第８条第２項中「つど」を「都度」に改め、同条第６項中「先立つて」を「先

立って」に改め、同条第８項中「行つた」を「行った」に、「署名押印しなけれ

ば」を「署名しなければ」に改める。 

第９条第２項中「行つた」を「行った」に、「署名押印しなければ」を「署名

しなければ」に改める。 

第１０条第２項中「署名押印しなければ」を「署名しなければ」に改める。 

第１１条第２項中「もつて」を「もって」に改める。 

第１３条中「よつて」を「よって」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１１号 

 

足利市介護保険条例の改正について 

 

 次のとおり改正する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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足利市介護保険条例の一部を改正する条例 

足利市介護保険条例（平成１２年足利市条例第１１号）の一部を次のように改

正する。 

第４条中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度ま

で」に改め、同条第１号中「29,900 円」を「31,900 円」に改め、同条第２号中

「43,200 円」を「48,000 円」に改め、同条第３号中「49,900 円」を「48,400

円」に改め、同条第４号中「54,600 円」を「57,900 円」に改め、同条第５号中

「66,600 円」を「70,200 円」に改め、同条第６号中「74,500 円」を「78,900

円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第１３号イ又は第１４号イ」に

改め、同条第７号中「79,900 円」を「84,900 円」に改め、同号イ中「又は第

１３号イ」を「、第１３号イ又は第１４号イ」に改め、同条第８号中「86,500

円」を「92,100 円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第１３号イ又

は第１４号イ」に改め、同条第９号中「99,900 円」を「106,100 円」に改め、

同号イ中「又は第１３号イ」を「、第１３号イ又は第１４号イ」に改め、同条第

１０号中「106,500 円」を「116,500 円」に改め、同号ア中「4,000,000 円」を

「4,200,000 円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第１３号イ又は第

１４号イ」に改め、同条第１１号中「116,500 円」を「127,700 円」に改め、同

号ア中「4,000,000 円以上 5,000,000 円未満」を「4,200,000 円以上 5,200,000

円未満」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第１３号イ又は第１４号

イ」に改め、同条第１４号中「173,100 円」を「189,500 円」に改め、同号を同

条第１５号とし、同条第１３号中「166,500 円」を「182,500 円」に改め、同号

ア中「7,000,000 円」を「7,200,000 円」に改め、同号を同条第１４号とし、同

条第１２号中「139,800 円」を「153,000 円」に改め、同号ア中「5,000,000 円

以上 7,000,000 円未満」を「5,200,000 円以上 6,200,000 円未満」に改め、同号

イ中「又は次号イ」を「、次号イ又は第１４号イ」に改め、同号の次に次の１号

を加える。 
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 (13) 次のいずれかに該当する者 157,200円 

ア 合計所得金額が 6,200,000 円以上 7,200,000 円未満である者であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分に

よる額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９

条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）又は次号イに該当する者を

除く。） 

 附則に次の１条を加える。 

（令和６年度から令和８年度までにおける保険料率の特例） 

第１７条 令和６年度から令和８年度までにおける法第 124 条の２第１項に規

定する保険料の減額賦課に係る保険料率は、第４条第１号から第３号までの規

定にかかわらず、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、当該各号に

定める額とする。 

(1) 令第３９条第 1項第 1号に掲げる者 20,000円 

(2) 令第３９条第 1項第 2号に掲げる者 34,000円 

(3) 令第３９条第 1項第 3号に掲げる者 48,000円 

附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の足利市介護保険条例の規定は、令和６年度以後の年

度分の介護保険料について適用し、令和５年度分までの介護保険料については、

なお従前の例による。 
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議案第１２号 

 

足利市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準等を定める条例の改正について 

 

 次のとおり改正する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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足利市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例の一部を改正する条例 

足利市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例（平成２５年足利市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

第７条第５項中第１１号を削り、同項第１２号を第１１号とし、同条第６項中

「当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」を「当該指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所」に、「施設」を「敷地」に改める。 

第８条中「同一敷地内にある」を削る。 

第２５条中第９号を第１１号とし、第８号を第１０号とし、同条第７号の次に

次の２号を加える。 

(8) 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、当該利用

者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束

等」という。）を行わないこと。 

(9) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。 

第３５条第１項中「重要事項」の次に「以下この条において単に「重要事項」

という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、

「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事項を

ウェブサイトに掲載しなければならない。 

第４３条第２項中「第６号及び第７号」を「第７号及び第８号」に改め、同条

中第７号を第８号とし、第６号を第７号とし、第５号を第６号とし、第４号の次

に次の１号を加える。 

 (5) 第２５条第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 
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 第４８条第３項中「当該夜間対応型訪問介護事業所」を「当該指定夜間対応型

訪問介護事業所」に改め、同条第４項中第１１号を削り、第１２号を第１１号と

し、同条第５項及び第６項中「当該夜間対応型訪問介護事業所」を「当該指定夜

間対応型訪問介護事業所」に改める。 

 第４９条中「同一敷地内の」を削る。 

 第５２条中「夜間対応型訪問介護従業者の行う」を削り、同条中第７号を第９

号とし、第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の２号を加

える。 

 (5) 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行わないこと。 

(6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。 

第５９条第２項中「第４号及び第５号」を「第５号及び第６号」に改め、第５

号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次に次の

１号を加える。 

(3) 第５２条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第６０条中「第３５条第１項」の次に「及び第３項」を加える。 

第６０条の４中「同一敷地内にある」を削る。 

第６０条の９第１号中「妥当適切」を「適切」に改め、同条中第６号を第８号

とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の２号を加える。 

(5) 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては､当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き､身体的拘束

等を行わないこと。 

(6) 前号の身体的拘束等を行う場合には､その態様及び時間､その際の利用者
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の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること｡ 

第６０条の１９第２項中「第４号から第６号」を「第５号から第７号」に改め、

同項第６号を同項第７号とし、同項第５号中「前条第２項に規定する」を「前条

第２項の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「第３９条

第２項に規定する」を「第３９条第２項の規定による」に改め、同号を同項第５

号とし、同項第３号中「第２９条に規定する」を「第２９条の規定による」に改

め、同号を同項第４号とし、同項第２号中「第２１条第２項に規定する」を「第

２１条第２項の規定による」に改め、同号の次に次の１号を加える。 

(3) 第６０条の９第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第６０条の２０中「第３５条第１項」の次に「及び第３項」を加える。 

第６０条の２０の３中「第３５条第１項並びに」を「第３５条第１項及び第３

項並びに」、「同項第３号」を「同項第４号」に、「同項第４号」を「同項第５

号」に改める。 

 第６０条の２４第１項中「同一敷地内にある」を削る。 

 第６０条の３０中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号

とし、第２号の次に次の２号を加える。 

 (3) 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を

行わないこと。 

(4) 前号の身体的拘束等を行う場合には､その態様及び時間､その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。 

 第６０条の３７第２項中「第５号から第７号」を「第６号から第８号」に改め、

同項第７号を同項第８号とし、同項第６号中「第６０条の１８第２項に規定す

る」を「第６０条の１８第２項の規定による」に改め、同号を同項第７号とし、

同項第５号中「第３９条第２項に規定する」を「第３９条第２項の規定による」
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に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「第２９条に規定する」を「第

２９条の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「第２１

条第２項に規定する」を「第２１条第２項の規定による」に改め、同号の次に次

の１号を加える。 

 (4) 第６０条の３０第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第６０条の３８中「第３５条第１項並びに」を「第３５条第１項及び第３項並

びに」に改める。 

 第６３条中「同一敷地内にある」を削る。 

 第６６条第２項中「指定介護療養型医療施設」を「健康保険法等の一部を改正

する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前の法第４８条

第 1項第３号に規定する指定介護療養型医療施設」に改める。 

 第６７条中「同一敷地内にある」を削る。 

第７１条中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の２号

を加える。 

 (5) 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては､当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き､身体的拘

束等を行わないこと。 

(6) 前号の身体的拘束等を行う場合には､その態様及び時間､その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること｡ 

第７２条第１項中「及び次条」を削り、「認知症対応型通所介護」を「機能訓

練等」に、「定めた」を「記載した」に改める。 

第８０条第２項中「第４号から第６号」を「第５号から第７号」に改め、同項

第６号を同項第７号とし、同項第５号中「第６０条の１８第２項に規定する」を

「第６０条の１８第２項の規定による」に、「その際に」を「事故に際して」に

改め、同号を同項第６号とし、同項中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、
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第２号の次に次の１号を加える。 

(3) 第 71 条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第８１条中「第３５条第１項」の次に「及び第３項」を加える。 

第８３条第６項の表中「、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法律

第 205 号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるもの

に限る。）」を削る。 

第８４条第１項中「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第

６項の表当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれ

かが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務、同一敷地内の指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務（当該指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業者が、指定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪問介護事業者又

は指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、

これらの事業に係る職務を含む。）若しくは法第 115 条の４５第１項に規定す

る介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予防支

援事業を除く。）」を「他の事業所、施設等の職務」に改める。 

第９３条第５号中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身

体的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条中第８号を第９号と

し、第７号を第８号とし、同条第６号中「記録しなければ」を「記録する」に改

め、同号の次に次の１号を加える。 

(7) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るた

め、次に掲げる措置を講じること。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置

等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催する

とともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 
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イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を

定期的に実施すること。 

第 107条の次に次の１条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会の設置） 

第 107 条の２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生

産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定小規模多機能型居宅介護

事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽

減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。 

 第 109条中「第３５条第１項」の次に「及び第３項」を加える。 

 第 112 条第１項中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定小規模

多機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」を削

る。 

 第 122 条中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等により」を

削る。 

 第 126 条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の５

項を加える。 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関

を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように

努めなければならない。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応

を行う体制を常時確保していること。 

(2) 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場
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合において、診療を行う体制を常時確保していること。 

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関と

の間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療

機関の名称等を、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者に係る指定を行っ

た市町村長に届け出なければならない。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に

対する医療に関する法律（平成１０年法律第 114 号）第６条第１７項に規定

する第２種協定指定医療機関（以下「第２種協定指定医療機関」という。）と

の間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同

条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。以

下同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第２種協定指定医

療機関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新興感

染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関に入院した

後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び

当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入居させることができる

ように努めなければならない。 

 第 129 条中「及び第 105 条」を「、第 105 条及び 第 107 条の２」に改め、

「第３５条第１項」の次に「及び第３項」を加える。 

 第 131 条第７項第２号を削り、同項第３号を同項第２号とし、同条に次の１

項を加える。 

１１ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号アの規定

の適用については、当該規定中「１」とあるのは、「０．９」とする。 

(1) 第 150 条において準用する第 107 条の２に規定する委員会において、利

用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための
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取組に関する次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実

施を定期的に確認すること。 

ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮 

ウ 地域密着型特定施設従業者に対する研修 

エ 緊急時の体制整備 

オ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号において

「介護機器」という。）の定期的な点検 

カ 地域密着型特定施設事業者に対する研修 

(2) 介護機器を複数種類活用していること。 

(3) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る

ため、地域密着型特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。 

(4) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る

取組による介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認

められること。 

第 132条中「同一敷地内にある」を削る。 

第 148条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力

医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定め

るように努めなければならない。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応

を行う体制を常時確保していること。 

(2) 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めが

あった場合において、診療を行う体制を常時確保していること。 

３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医

療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、
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協力医療機関の名称等を、当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者

に係る指定を行った市長に届け出なければならない。 

４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第２種協定指定医療機関

との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならな

い。 

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第２種協

定指定医療機関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、

新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関に

入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合において

は、再び当該指定地域密着型特定施設に速やかに入居させることができるよう

に努めなければならない。 

第 150 条中「及び第 100 条」を「、第 100 条及び第 107 条の２」に改め、

「第３５条第１項」の次に「及び第３項」を加える。 

第 153条第８項第３号を次のように改める。 

(3) 病院 栄養士又は管理栄養士(病床数 100以上の病院の場合に限る｡) 

第 153 条第８項中第４号を削り、第５号を第４号とし、同条中第１６項を第

１７項とし、第１５項を第１６項とし、第１４項を第１５項とし、第１３項の次

に次の１項を加える。 

１４ 指定地域密着型介護老人福祉施設に併設される指定短期入所生活介護事業

所等の入所定員は、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の入所定員と同数を

上限とする。 

 第 154 条第１項第６号中「医療法」の次に「（昭和２３年法律第 205 号）」

を加える。 

 第 167 条の２第１項中「掲げる医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得

て、当該医師及び当該協力医療機関」を加え、同条に次の１項を加える。 
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２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協力を

得て、１年に１回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、必要に応

じて緊急時等における対応方法の変更を行わなければならない。 

 第 168条中「同一敷地内にある」を削る。 

 第 169 条第５号中「第 159 条第５項に規定する」を「第 159 条第５項の規定

による」に改め、同条第６号中「第３９条第２項に規定する」を「第３９条第２

項の規定による」に改め、同条第７号中「第 177 条第３項に規定する」を「第

177条第３項の規定による」に改める。 

 第 174 条の見出し中「病院」を「医療機関」に改め、同条第１項中「入院治

療を必要とする入所者のために」を「入所者の病状の急変等に備えるため」に、

「協力病院」を「次の各号のいずれにも該当する協力医療機関（第３号の要件を

満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）」に改め、同項に次のただし書

を加える。 

  ただし、複数の医療機関により定めることができる。 

 第 174条第１項に次の３号を加える。 

 (1) 入所者の病状が急変した場合等において､医師又は看護職員が相談対応を

行う体制を常時確保していること｡ 

(2) 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合に

おいて､診療を行う体制を常時確保していること｡ 

(3) 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着型介護老人

福祉施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入

院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保し

ていること。 

第 174条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間

で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関
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の名称等を、当該指定地域密着型介護老人福祉施設に係る指定を行った市長に

届け出なければならない。 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第２種協定指定医療機関との間で、新

興感染症の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第２種協定指定医療機

関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新興感染症

の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関に入院した後に、

当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該指

定地域密着型介護老人福祉施設に速やかに入所させることができるように努め

なければならない。 

第 179 条中「及び第６０条の１７第１項から第４項まで」を「、第６０条の

１７第１項から第４項まで及び第 107 条の２」に改め、「第３５条第１項」の

次に「及び第３項」を加える。 

 第 189条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型施設の

管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

 第 191 条中「第４項まで」の次に「、第 107 条の２」を、「第３５条第１

項」の次に「及び第３項」を加える。 

 第 193条第７項中第４号を削り、第５号を第４号とする。 

 第 194 条第１項中「同一敷地内にある」及び「若しくは当該指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所に併設する前条第７項各号に掲げる施設等」を削る。 

 第 199 条中「看護小規模多機能型居宅介護従業者の行う」を削り、同条第１

号中「療養上の管理の下で」を「当該利用者の居宅において、又は指定小規模多

機能型居宅介護のサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、日常生活

上の世話及び機能訓練並びに療養上の世話又は必要な診療の補助を」に改め、同
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条中第１１号を第１２号とし、第７号から第１０号までをそれぞれ１号ずつ繰り

下げ、第６号の次に次の１号を加える。 

 (7) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図

るため、次に掲げる措置を講じること。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置

等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催する

とともに、その結果について、看護小規模多機能型居宅介護従業者に周知

徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を

定期的に実施すること。 

 第 204 条中「及び第 107 条」を「、第 107 条及び第 107 の２」に改め、「第

３５条第１項」の次に「及び第３項」を加える。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間、この条例による改正

後の足利市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する条例

（以下「新条例」という。）第３５条第３項（新条例第６０条 、第６０条の

２０、第６０条の２０の３、第６０条の３８、第８１条、第 109 条、第 129

条、150 条、179 条、第 191 条及び第 204 条において準用する場合を含む。）

の規定は適用せず、新条例第９３条第７号及び第 199 条第７号の規定の適用

については、これらの規定中「講じること」とあるのは「講じるよう努めるこ

と」とする。 

３ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間、新条例第 107 条の
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２（新条例第 129 条、150 条、179 条、第 191 条及び第 204 条において準用す

る場合を含む。）の規定の適用については、同条中「しなければ」とあるのは

「するよう努めなければ」と、新条例第 174 条第１項（改正後の条例第 191

条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「定めて

おかなければ」とあるのは「定めておくよう努めなければ」とする。 
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議案第１３号 

 

足利市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準等を定める条例の改正について 

 

 次のとおり改正する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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足利市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運

営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改正する

条例 

足利市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準等を定める条例（平成２５年足利市条例第８号）の一部を次のように改

正する。 

第７条第１項中「同一敷地内にある」を削る。 

第１０条第２項中「指定介護療養型医療施設」を「健康保険法等の一部を改正

する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前の法第４８条

第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設」に改める。 

第１１条第１項中「同一敷地内にある」を削る。 

第３３条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事

項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」

に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェ

ブサイトに掲載しなければならない。 

 第４１条第２項中「第４号から第６号」を「第５号から第７号」に改め、同項

中第６号を第７号とし、第３号から第５号までを１号ずつ繰り下げ、第２号の次

に次の１号を加える。 

 (3) 第４３条第１１号の規定による身体的拘束等（身体的拘束その他利用者

の行動を制限する行為をいう。以下同じ。）の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 第４３条第１４号中「第１２号」を「第１４号」に改め、同号を同条第１６号

とし、同条中第１３号を第１５号とし、第１０号から第１２号までを２号ずつ繰
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り下げ、第９号の次に次の２号を加える。 

 (10) 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又

は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体的拘束等を行わないこと。 

(11) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。 

第４５条第６項の表中「、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法律

第 205 号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるもの

に限る。）」を削る。 

第４６条中「当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条

第６項の表当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設

等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務、同一敷地

内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務（当該指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所に係る指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者が、指定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪問介護事業者又は指定訪問看護

事業者の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、これらの事業

に係る職務を含む。）若しくは法第 115 条の４５第１項に規定する介護予防・

日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事業を除

く。）」を「他の事業所、施設等の職務」に改める。 

第５４条第１項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身

体的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所は、身体的拘束等の適正化を図

るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置

等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催すると

ともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 



- ５３ - 

 

(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を

定期的に実施すること。 

第６４条の次に次の１条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会の設置） 

第６４条の２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の

向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定介護予防

小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質

の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話

装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなければ

ならない。 

 第６６条中「第３３条第１項」の次に「及び第３項」を加える。 

第７３条第１項中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定小規模多

機能型居宅介護事業所」を削る。 

 第８０条中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等により」を削

る。 

 第８４条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、同条第１項の次に次の

５項を加える。 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力

医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定め

るように努めなければならない。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応

を行う体制を常時確保していること。 

(2) 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めが
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あった場合において、診療を行う体制を常時確保していること。 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医

療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、

協力医療機関の名称等を、当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者

に係る指定を行った市長に届け出なければならない。 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第 114 号）第６条第１７

項に規定する第２種協定指定医療機関（次項において「第２種協定指定医療機

関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエ

ンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新

感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努め

なければならない。 

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第２種協

定指定医療機関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、

新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関そ

の他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能とな

った場合においては、再び当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所

に速やかに入居させることができるように努めなければならない。 

 第８７条中「及び第６２条」を「、第条６２及び第６４条の２」に改め、

「第３３条第１項」の次に「及び第３項」を加える。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間、この条例による改正
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後の足利市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準等を定める条例（以下「新条例」という。）第３３条第３項

（新条例第６６条及び第８７条において準用する場合を含む。）の規定は適用

せず、新条例第５４条第３項の規定の適用については、同項中「講じなけれ

ば」とあるのは「講じるよう努めなければ」とする。 

３ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間、新条例第６４条の２

（新条例第８７条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、

同条中「しなければ」とあるのは、「するよう努めなければ」とする。 
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議案第１４号 

 

足利市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を

定める条例の改正について 

 

 次のとおり改正する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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足利市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

等を定める条例の一部を改正する条例 

足利市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例条例（平

成２７年足利市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

第５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者であ

る指定介護予防支援事業者」に改め、「（以下「指定介護予防支援事業所」とい

う。）」を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る

事業所ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の介護

支援専門員を置かなければならない。 

 第６条第１項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所（以下

「指定介護予防支援事業所」という。）」に改め、同条第２項中「前項の」を

「地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者が前項の規定に

より置く」に、「が設置する」を「である」に、「できる」を「できるものとす

る」に改め、同条に次の２項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規定によ

り置く管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下

「規則」という。）第 140 条の６６第１号イ(3)に規定する主任介護支援専門

員（以下この項において「主任介護支援専門員」という。）でなければならな

い。ただし、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理

由がある場合については、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を

第１項に規定する管理者とすることができる。 

４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、

次に掲げる場合は、この限りでない。 
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(1) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職務

に従事する場合 

(2) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護予防

支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

第７条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対し」を加え、

「等について説明し、当該利用者の」を「等につき説明を行い、」に改め、同条

第３項中「担当職員」の次に「（指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支

援事業者の場合にあっては介護支援専門員。以下この章及び次章において同

じ。）」を加える。 

第１３条に次の２項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利用料の

ほか、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して

指定介護予防支援を行う場合には、それに要した交通費の支払を利用者から受

けることができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項に規定する

費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家

族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を

得なければならない。 

 第１４条中「前条」を「前条第１項」に、「場合は」を「場合には」に改める。 

第１５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者で

ある指定介護予防支援事業者」に改め、同条第１号中「介護保険法施行規則（平

成１１年厚生省令第３６号）」を「規則」に改め、同条第４号中「委託を受け

る」を「委託する」に改め、「次章の規定」の次に「（第３３条第２９号の規定

を除く。）」を加える。 

第２４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事

項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」
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に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載し

なければならない。 

 第３１条第２項中「第４号及び第５号」を「第５号及び第６号」に改め、同項

中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次

に次の１号を加える。 

 (3) 第３３条第２号の３の規定による身体的拘束等（身体的拘束その他利用

者の行動を制限する行為をいう。以下第 33 条第２号の２及び第２号の３に

おいて同じ。）の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由の記録 

 第３３条第２号の次に次の２号を加える。 

(2)の２ 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束

等を行わないこと。 

(2)の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。 

 第３３条第１２号中「指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２５年栃木県条例第１５号。以

下この条において「指定介護予防サービス等基準条例」という。）第７７条第２

号」を「指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号。以下「指定介護予防サービス等

基準」という。）第７６条第２号」に、「指定介護予防サービス等基準条例」を

「指定介護予防サービス等基準」に改め、同条第１３号中「指定介護予防サービ

ス等基準条例」を「指定介護予防サービス等基準」に改め、同条１６号ア中「及

びサービスの評価期間が終了する月並びに利用者の状況に著しい変化があったと

きは、当該利用者の居宅を訪問し、当該利用者」を「、利用者」に改め、同号ウ
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を同号オとし、同号イ中「訪問しない月」の次に「（アただし書の規定によりテ

レビ電話装置等を活用して利用者に面接する月を除く。）」を加え、「指定介護

予防サービス等基準条例第 118 条第１項」を「指定介護予防サービス等基準第

117条第１項」に改め、同号イを同号エとし、同号アの次に次のように加える。 

イ アに規定する面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。

ただし、次のいずれにも該当する場合であって、サービスの提供を開始す

る月の翌月から起算して３月ごとの期間（以下この号において単に「期

間」という。）について、少なくとも連続する２期間に１回、当該利用者

の居宅を訪問して面接することとし、当該利用者の居宅を訪問しない期間

においては、テレビ電話装置等を活用して面接すること。 

(ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、利用者の同

意を得ていること。 

(ｲ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医

師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を介して意思疎通を行うことができるこ

と。 

ｃ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握で

きない情報について、担当者から提供を受けること。 

ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化があっ

たときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 

第３３条に次の１号を加える。 

(29) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第 115 条

の３０の２第１項の規定により市長から情報の提供を求められた場合には、

その求めに応じること。 

附 則 
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１ この条例は、令和６年４月 1日から施行する。 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間、この条例による改正

後の足利市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める

条例（以下「新条例」という。）第２４条第３項（新条例第３５条において準

用する場合を含む。）の規定は、適用しない。 
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議案第１５号 

 

足利市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例の改正について 

 

 次のとおり改正する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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足利市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例の一部を改正する条例 

足利市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

（平成３０年足利市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第２項中「利用者の数が３５」を「利用者の数（当該指定居宅介護支援

事業者が指定介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法 115 条の２３第

３項の規定により地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者

から委託を受けて、当該指定居宅介護支援事業所において指定介護予防支援を行

う場合にあっては、当該事業所における指定居宅介護支援の利用者の数に当該事

業所における指定介護予防支援の利用者の数に３分の１を乗じた数を加えた数。

次項において同じ。）が４４」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、指定居宅介護支援事

業所が、公益社団法人国民健康保険中央会（昭和３４年１月１日に社団法人国

民健康保険中央会という名称で設立された法人をいう。）が運用及び管理を行

う指定居宅介護支援事業者及び指定居宅サービス事業者等の使用に係る電子計

算機と接続された居宅サービス計画の情報の共有等のための情報処理システム

を利用し、かつ、事務職員を配置している場合における第１項に規定する員数

の基準は、利用者の数が４９又はその端数を増すごとに１とする。 

第６条第３項第２号中「同一敷地内にある」を削る。 

第７条第８号を同条第９号とし、同条第７項中「第４項」を「第５項」に改め、

同項を同条第８項とし、同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同

条第７項とし、同条第５項を同条第６項とし、同条第４項中「場合は」を「場合

には」に、「第７項」を「第８項」に改め、同項を同条第５号とし、同条第３項

を同条第４項とし、同条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族

に対し 」を加え、「、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成さ

れた居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地
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域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位

置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護

支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ご

との回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事

業者によって提供されたものが占める割合等について説明し、当該利用者」を

「等につき説明を行い、」に改め、同項の次に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらか

じめ、利用者又はその家族に対し 、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所

において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福

祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」とい

う。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合及び前６

月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位

置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又

は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合につき

説明を行い、理解を得るよう努めなければならない。 

 第１６条第２号の次に次の２号を加える。 

 (2)の２ 指定居宅介護支援の提供に当たっては､当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き､身体的拘束

その他利用者の行動を制限する行為(以下｢身体的拘束等｣という｡)を行わな

いこと。 

(2)の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には､その態様及び時間､その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること｡ 

第１６条第１５号イを同号ウとし、同号ア中「、利用者の居宅を訪問し」を削

り、同号アの次に次のように加える。 

  イ アに規定する面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。

ただし、次のいずれにも該当する場合には、少なくとも２月に１回、当該
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利用者の居宅を訪問して面接することとし、当該利用者の居宅を訪問しな

い月においては、テレビ電話装置等を活用して面接すること。 

(ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により

利用者の同意を得ていること。 

(ｲ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医

師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができる

こと。 

ｃ 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは

把握できない情報について、担当者から提供を受けること。 

 第１６条第２０号の２を次のように改める。 

 (20)の２ 介護支援専門員は、その勤務する指定居宅介護支援事業所におい

て作成された居宅サービス計画に位置付けられた指定居宅サービス等に係る

居宅介護サービス費、特例居宅介護サービス費、地域密着型介護サービス費

及び特例地域密着型介護サービス費（以下この号において「サービス費」と

いう。）の総額が法第４３条第２項に規定する居宅介護サービス費等区分支

給限度基準額に占める割合及び訪問介護に係る居宅介護サービス費がサービ

ス費の総額に占める割合が厚生労働大臣が定める基準に該当する場合であっ

て、かつ、市からの求めがあった場合には、当該指定居宅介護支援事業所の

居宅サービス計画の利用の妥当性を検討し、当該居宅サービス計画に訪問介

護が必要な理由等を記載するとともに、当該居宅サービス計画を市に届け出

なければならない。 

 第１６条第２９号中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの

設置者である指定介護予防支援事業者」に、「当該指定居宅介護支援の業務」を

「当該指定居宅介護支援事業者が行う指定居宅介護支援の業務」に改める。 
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 第２５条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事

項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」

に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載し

なければならない。 

 第３２条第２項中「第４号及び第５号」を「第５号及び第６号」に改め、同項

中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次

に次の１号を加える。 

 (3) 第１６条第２号の３に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間、この条例による改正

後の足利市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める

条例（以下「新条例」という。）第２５条第３項（新条例第３３条において準

用する場合を含む。）の規定は、適用しない。 
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議案第１６号 

 

足利市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例の改正について 

 

 次のとおり改正する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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足利市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例 

足利市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２６年足利市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

附則第４項中「この条例の施行の日から令和２年３月３１日までの間」を「当

分の間」に、「令和２年３月３１日までに」を「職員の研修計画を定めた上で、

放課後児童支援員としての業務に従事することとなってから２年以内に研修を」

に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１７号 

 

足利市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の改正について 

 

 次のとおり改正する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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足利市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例 

足利市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例（平成２６年足利市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

第１５条第１項第２号中「同条第１１項」を「同条第１０項」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１８号 

 

足利市印鑑条例の改正について 

 

 次のとおり改正する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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足利市印鑑条例の一部を改正する条例 

足利市印鑑条例（昭和５５年足利市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

第１４条第３項中「（平成１４年法律第 153 号）」の次に「第３条第１項に

規定する署名用電子証明書（以下この項において「署名用電子証明書」とい

う。）若しくは」を、「個人番号カード又は」の次に「署名用電子証明書若しく

は」を加え、「同法第２条第２項」を「同法第２条第１項に規定する電子署名又

は同条第２項」に改める。 

附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 足利市手数料条例（平成１２年足利市条例第４号）の一部を次のように改正

する。 

別表第１備考２中「受けた者が」の次に「、同法第２条第２項に規定する電

子利用者証明を行い」を加える。 
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議案第１９号 

 

足利市国民健康保険条例の改正について 

 

 次のとおり改正する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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足利市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

足利市国民健康保険条例（昭和３４年足利市条例第７号）の一部を次のように

改正する。 

附則に次の１項を加える。 

（１８歳以下の被保険者に係る保険税の減免の特例） 

２３ 保険税の納税義務者の属する世帯内に１８歳に達する日以後の最初の３月

３１日以前である被保険者がある場合は、当該納税義務者について保険税を減

免する。この場合において、当該減免に関する申請手続その他の事項について

は、第２９条第２項の規定にかかわらず、市長が別に定めるところによる。 

附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の足利市国民健康保険条例の規定は、令和６年度以後

の年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健康保険

税については、なお従前の例による。 
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議案第２０号 

 

令和５年度足利市国民健康保険特別会計（事業勘定）補正予算

（第１号）について 

 

次のとおり定める。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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   令和５年度足利市国民健康保険特別会計（事業勘定）補正予算（第１号） 

令和５年度足利市の国民健康保険特別会計（事業勘定）補正予算（第１号）は、

次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６５，０００千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１４，３２５，０００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正                  （単位千円) 

 歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

50 繰 入 金  1,212,491 57,146 1,269,637 

 15 基金繰入金 122,907 57,146 180,053 

55 繰 越 金  1 7,854 7,855 

 10 繰 越 金 1 7,854 7,855 

歳 入 合 計 14,260,000 65,000 14,325,000 

  

歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

40 諸 支 出 金  21,070 65,000 86,070 

 10 償還金及び還付加算金 21,069 65,000 86,069 

歳 出 合 計 14,260,000 65,000 14,325,000 

 



- ７７ - 

 

議案第２１号 

 

足利市上下水道事業審議会条例の制定について 

 

 次のとおり制定する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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足利市上下水道事業審議会条例 

（設置） 

第１条 足利市公営企業の設置等に関する条例（昭和４１年足利市条例第４６

号）第１条に掲げる事業（次条において「公営企業」という。）の円滑な運営

を図るため、地方公営企業法（昭和２７年法律第 292 号）第１４条の規定に

基づき、足利市上下水道事業審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 審議会は、管理者（地方公営企業法第８条第２項の規定により公営企業

の管理者の権限を行う市長をいう。以下同じ。）の諮問に応じ、次に掲げる事

項について審議し、答申するものとする。 

(1) 水道事業の経営及び事業計画に関する事項 

(2) 工業用水道事業の経営及び事業計画に関する事項 

(3) 下水道事業の経営及び事業計画に関する事項 

(4) その他管理者が必要と認める事項 

 （組織） 

第３条 審議会は、委員１０人以内で組織する。 

 （委員の委嘱） 

第４条 委員は、学識経験のある者その他管理者が適当と認める者のうちから、

管理者が委嘱する。 

 （委員の任期等） 

第５条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 管理者は、委員が心身の故障のために職務の執行ができないと認める場合又

は職務上の義務違反その他委員たるに適しない非行があると認める場合には、

その委員を罷免することができる。 
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４ 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退い

た後も同様とする。 

５ 委員は、非常勤とする。 

 （委員の報酬等） 

第６条 委員の受ける給与は、報酬及び費用弁償とする。 

２ 委員に支給する報酬の額については、日額 8,000円とする。 

３ 前項の支給に関し必要な事項は、管理者が別に定める。 

４ 委員の費用弁償は、旅費及び通勤に要する費用とする。 

５ 旅費の額及びその支給方法は、特別職の職員等の給与に関する条例（昭和２

６年足利市条例第１４号）及び足利市職員等の旅費に関する条例（昭和２５年

足利市条例第３４号。以下この条において「旅費条例」という。）の例による。 

６ 市外に居住する委員がその居住する場所から通勤するため、交通機関を利用

し、又は自動車等（足利市職員の給与に関する条例（昭和２６年足利市条例第

１３号）第１０条第１項第２号に規定する自動車等をいう。以下この項におい

て同じ。）を使用したときは、当該交通機関の運賃等に相当する額（自動車等

を使用した場合にあっては、当該委員が交通機関を利用したとしたならば、通

常負担することとなる当該交通機関の運賃等に相当する額）を通勤に要する費

用として支給する。この場合において、当該運賃等に相当する額は、旅費条例

で定める旅費の計算の例により算出する。 

７ 前項の規定にかかわらず、同項に規定する委員が、通勤のため公務上の必要

又は天災その他やむを得ない事情により宿泊に要する費用を負担したときは、

同項に規定する額に当該費用を加算した額を通勤に要する費用として支給する。

この場合において、当該宿泊に要する費用の額は、旅費条例で定める宿泊料の

計算の例により算出するものとする。 

８ 通勤に要する費用の支給方法は、旅費条例で定める旅費の支給方法の例によ

る。 
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 （会長） 

第７条 審議会に会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめその指名する委員

が、その職務を代理する。  

 （会議） 

第８条 審議会は、会長が招集し、その議長となる。ただし、会長及び職務代理

者が不在のときは、管理者が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半で決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

 （資料の提出等の要求） 

第９条 審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、管

理者に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることが

できる。 

２ 審議会の会議において必要があるときは、関係者の出席を求め、説明又は意

見を聴くことができる。 

 （庶務） 

第１０条 審議会の庶務は、上下水道部企業経営課において処理する。 

 （委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか、審議会の設置及び組織に関し必要な事

項は、管理者が別に定める。 

２ この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審

議会に諮って定める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



- ８１ - 

 

議案第２２号 

 

足利市水道事業給水条例の改正について 

 

 次のとおり改正する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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足利市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

足利市水道事業給水条例（平成９年足利市条例第４１号）の一部を次のように

改正する。 

第６条第１項及び第３４条第２項中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改

める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第２３号 

 

足利市金券基金条例の廃止について 

 

 次のとおり廃止する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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足利市金券基金条例を廃止する条例 

足利市金券基金条例（平成２４年足利市条例第３２号）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第２４号  

 

令和５年度足利市（仮称）あがた駅北産業団地開発事業特別会計

補正予算（第１号）について 

 

次のとおり定める。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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令和５年度足利市（仮称）あがた駅北産業団地開発事業特別会計

補正予算（第１号） 

 令和５年度足利市の（仮称）あがた駅北産業団地開発事業特別会計補正予算（第

１号）は、次に定めるところによる。 

（繰越明許費） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 213 条第 1 項の規定により、

翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第１表 繰越明許費」に

よる。 

 

第１表 繰越明許費                     （単位千円） 

款 項 事  業  名 金 額 

10 産業団地開  

発事業費 

10 産業団地開

発事業費 
産業団地開発事業費 405,047 
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議案第２５号 

 

市道路線の認定、廃止及び変更について 

 

 次のとおり定めることについて議決を求める。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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区分 
路線 

番号 
路 線 名 起 点 終 点 

延 長 

（ｍ） 

幅 員 

（ｍ） 

認定 01645 
家富町 

２８号線 

家富町 

2226－1 

通二丁目 

2637－1 
540.00 10.70～14.90 

01646 
通２丁目 

１８号線 

通二丁目 

8－4 

通二丁目 

8－3(左) 
50.00 4.00 

01647 
通２丁目 

１９号線 

通二丁目 

9－1(右) 

通二丁目 

9－2 
50.00 4.00 

01648 
新山町 

２３号線 

新山町 

10－8 

新山町 

10－6 
51.30 14.20 

01649 
通２丁目 

２０号線 

通二丁目 

10－12 

通二丁目 

15－16 
50.00 0.00 

02802 
大沼田町 

１４４号線 

大沼田町 

946－2 

大沼田町 

952－1 
116.85 2.90～3.10 

12647 
西新井町 

５２号線 

西新井町 

3214－7 

西新井町 

3204－51 
128.02 6.00～10.00 

12648 
西新井町 

５３号線 

西新井町 

3204－51 

西新井町 

3204－52 
21.66 6.00 

廃止 00241 
葉鹿橋熊野 

通り 

葉鹿町 

2354－1 

葉鹿町 

1277－1 
1613.35 0.00 

01578 
通２丁目 

１５号線 

通二丁目 

11－5 

通二丁目 

11－5 
42.71 3.00 

15187 
県町 

３９号線 
県町 15 県町 20 109.83 2.60～3.17 

15188 
県町 

４０号線 
県町 42 県町 32－1 164.45 1.00～3.50 

15194 
県町 

４６号線 
県町 69－1 県町 24－1 650.65 2.37～3.92 

15195 
県町 

４７号線 
県町 70－1 県町 25－1 653.75 2.60～6.05 

15196 
県町 

４８号線 
県町 91－2 

下渋垂町 

1053－1 
648.36 2.05～3.58 

変更 02520 
大沼田町 

１０号線 
大沼田町 55 

大沼田町 

939－3 
282.35 1.30～3.80 

10294 
小俣町 

２６７号線 

小俣町 

1776－1 

小俣町 

1777－1 
180.84 2.10～12.65 
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12525 
西新井町 

３５号線 

西新井町 

3204－19 

西新井町 

3214－10 
41.65 6.00～10.35 

13002 
百頭町 

２号線 
百頭町(右)1 百頭町 26 144.15 2.70 

14005 
下渋垂町 

５号線 

下渋垂町 

764－1 

下渋垂町 

1002 
760.52 2.24～5.00 

14007 
下渋垂町 

７号線 

下渋垂町 

768－1 

下渋垂町 

1007 
750.88 2.30～5.90 
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議案第２６号 

 

令和６年度足利市一般会計予算について 

 

 次のとおり定める。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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   令和６年度足利市一般会計予算 

 令和６年度足利市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５４，２００，０００千円と

定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出

予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 214 条の規定により債務を

負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負

担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第 230 条第１項の規定により起こすことができる地方債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方

債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最

高額は、７，０００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第 220 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経

費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1) 各項に計上した報酬、給料、職員手当等、共済費及び旅費に係る予算額

に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

（報酬及び旅費は会計年度任用職員に限る。） 
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第１表 歳入歳出予算                     (単位千円) 

 歳 入 

款 項 金     額 

10 市 税  18,590,941 

 10 市 民 税 7,749,200 

15 固 定 資 産 税 8,067,227 

20 軽 自 動 車 税 488,814 

27 市 た ば こ 税 998,997 

60 都 市 計 画 税 1,286,703 

12 地 方 譲 与 税  464,438 

 9 地方揮発油譲与税 100,000 

 10 自動車重量譲与税 334,000 

 16 森 林 環 境 譲 与 税 30,438 

13 利 子 割 交 付 金  3,500 

 10 利 子 割 交 付 金 3,500 

14 配 当 割 交 付 金  80,000 

 10 配 当 割 交 付 金 80,000 

16 株式等譲渡所得割交付金  100,000 

 10 株式等譲渡所得割交付金 100,000 

17 法人事業税交付金  270,000 

 10 法人事業税交付金 270,000 

18 地方消費税交付金  3,700,000 

 10 地方消費税交付金 3,700,000 

20 ゴルフ場利用税交付金  58,000 

 10 ゴルフ場利用税交付金 58,000 
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26 環境性能割交付金  38,000 

 10 環境性能割交付金 38,000 

27 地 方 特 例 交 付 金  749,000 

 10 地 方 特 例 交 付 金 710,000 

 15 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金 39,000 

30 地 方 交 付 税  6,750,000 

 10 地 方 交 付 税 6,750,000 

35 交通安全対策特別交付金  13,000 

 10 交通安全対策特別交付金 13,000 

40 分担金及び負担金  104,277 

 10 負 担 金 104,277 

45 使用料及び手数料  1,312,671 

 

 

10 使 用 料 722,966 

15 手 数 料 589,705 

50 国 庫 支 出 金  8,266,183 

 10 国 庫 負 担 金 6,969,326 

 15 国 庫 補 助 金 1,256,707 

 20 委 託 金 40,150 

55 県 支 出 金  4,516,363 

 10 県 負 担 金 3,055,571 

 15 県 補 助 金 1,191,436 

 20 委 託 金 269,356 

60 財 産 収 入  169,292 

 

 

10 財 産 運 用 収 入 54,687 

15 財 産 売 払 収 入 114,605 
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65 寄 附 金  304,649 

 10 寄 附 金 304,649 

70 繰 入 金  2,086,270 

 10 基 金 繰 入 金 2,086,270 

75 繰 越 金  300,000 

 10 繰 越 金 300,000 

80 諸 収 入  3,118,416 

 10 延滞金加算金及び過料 24,841 

 15 市 預 金 利 子 1 

 20 貸 付 金 元 利 収 入 2,659,198 

 30 雑 入 434,376 

85 市 債  3,205,000 

 10 市 債 3,205,000 

歳    入    合    計 54,200,000 

 

 歳 出 

款 項 金     額 

10 議 会 費  360,139 

 10 議 会 費 360,139 

15 総 務 費  4,200,784 

 

10 総 務 管 理 費 3,006,534 

15 徴 税 費 618,831 

20 戸籍住民基本台帳費 424,459 

25 選 挙 費 76,557 

30 統 計 調 査 費 42,886 

35 監 査 委 員 費 31,517 



- ９５ - 

 

20 民 生 費  22,406,044 

 

10 社 会 福 祉 費 5,482,879 

15 児 童 福 祉 費 9,407,098 

20 老 人 福 祉 費 5,042,991 

25 生 活 保 護 費 2,472,666 

30 災 害 救 助 費 410 

25 衛 生 費  5,625,465 

 
10 保 健 衛 生 費 2,942,582 

15 清 掃 費 2,682,883 

30 労 働 費  25,003 

  10 労 働 諸 費 25,003 

35 農 林 水 産 業 費  631,266 

 
10 農 業 費 456,759 

15 林 業 費 174,507 

40 商 工 費  3,391,317 

 10 商 工 費 3,391,317 

45 土 木 費  6,566,365 

 

10 土 木 管 理 費 158,136 

15 道 路 橋 り ょ う 費 1,529,206 

20 河 川 費 222,104 

25 都 市 計 画 費 4,282,302 

30 住 宅 費 374,617 

50 消 防 費   1,721,999 

 10 消 防 費 1,721,999 

55 教 育 費  4,857,667 
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10 教 育 総 務 費 788,907 

15 小 学 校 費 809,431 

20 中 学 校 費 472,740 

25 社 会 教 育 費 1,628,993 

30 保 健 体 育 費 1,157,596 

60 災 害 復 旧 費  8 

 10 厚生労働施設災害復旧費 1 

 

15 農林水産業施設災害復旧費  3 

20 公共土木施設災害復旧費 2 

25 文教施設災害復旧費 1 

30 公共公用施設災害復旧費 1 

65 公 債 費  4,313,942 

 10 公 債 費 4,313,942 

70 諸 支 出 金  1 

 10 普 通 財 産 取 得 費 1 

75 予 備 費  100,000 

 10 予 備 費 100,000 

歳    出    合    計 54,200,000 

 

第２表 債務負担行為                     (単位千円) 

事          項 期    間 限度額 

公用車購入等事業 
令和６年度から 

令和７年度まで 
12,000 

固定資産税路線価修正業務委託 
令和６年度から 

令和８年度まで 
31,100 
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がん検診等受診券一括送付業務委託 
令和６年度から 

令和７年度まで 
2,854 

ごみ焼却灰等運搬業務委託 
令和６年度から 

令和９年度まで 
47,185 

 

第３表 地方債                        (単位千円) 

起債の目的 限 度 額 
起 債 の 

方    法 
利   率 

償   還   の   方   法 

期  間 

(内据置期間) 
方    法 

      

総 務 管 理 

事 業 費 
108,900 

普通貸借

又 は 

証券発行 

4.0％以内

（ただし、 

利率見直

し方式で

借り入れ

る場合は、 

当該見直

し後の利

率） 

20年以内 

(5年以内) 

年賦又は半年 

賦償還とする。 

ただし、償還期

日は借入先と協

定するものとす

る。 

 市財政の都合

により繰上償還

のために償還年

限を短縮し、 

又は低利債に借

換えすることが

できる。 

保 健 衛 生 

事 業 費 
1,029,400 

30年以内 

(5年以内) 

清掃事業費 363,900 
30年以内 

(5年以内) 

農業事業費 17,600 
15年以内 

(3年以内) 

道路橋りょう 

事 業 費 
579,000 

20年以内 

(5年以内) 

河川事業費 160,800 
20年以内 

(5年以内) 

都 市 計 画 

事 業 費 
565,600 

20年以内 

(5年以内) 

住宅事業費 75,300 
20年以内 

(5年以内) 

消防事業費 64,100 
20年以内 

(5年以内) 

小 学 校

事 業 費 
10,100 

10年以内 

(3年以内) 

社 会 教 育 

事 業 費 
15,900 

25年以内 

(3年以内) 



- ９８ - 

 

保 健 体 育 

事 業 費 
64,400 

25年以内 

(3年以内) 

臨 時 財 政 

対   策 
150,000 

20年以内 

(3年以内) 

計 3,205,000  
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議案第２７号 

 

令和６年度足利市介護保険特別会計（保険事業勘定）予算について 

 

 次のとおり定める。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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   令和６年度足利市介護保険特別会計（保険事業勘定）予算 

 令和６年度足利市の介護保険特別会計（保険事業勘定）の予算は、次に定める

ところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１４，１９１，０００千円と

定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出

予算」による。 

 

第１表 歳入歳出予算                     (単位千円) 

 歳 入 

款 項 金    額 

10 介 護 保 険 料  2,860,921 

 10 介 護 保 険 料 2,860,921    

15 使用料及び手数料  227 

 10 手 数 料 227 

20 国 庫 支 出 金  3,285,843 

 10 国 庫 負 担 金 2,359,571 

15 国 庫 補 助 金 926,272 

25 支 払 基 金 交 付 金  3,637,569 

 10 支 払 基 金 交 付 金 3,637,569 

30 県 支 出 金  1,943,527 

 

10 県 負 担 金 1,828,575 

15 財政安定化基金支出金 1 

20 県 補 助 金 114,951 

35 財 産 収 入  260 
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 10 財 産 運 用 収 入 259 

15 財 産 売 払 収 入 1 

40 繰 入 金  2,462,595 

 
10 他 会 計 繰 入 金 2,255,201 

15 基 金 繰 入 金 207,394 

45 繰 越 金  1 

 10 繰 越 金 1 

50 諸 収 入  57 

 10 延滞金加算金及び過料 1 

15 預 金 利 子 1 

20 雑 入 55 

歳    入    合    計 14,191,000 

 

 歳 出 

款 項 金    額 

10 総 務 費  381,007 

 10 総 務 管 理 費 312,999 

15 徴 収 費 11,908 

20 介護認定審査会費 14,210 

25 認 定 調 査 費 41,057 

30 趣 旨 普 及 費 833 

15 保 険 給 付 費  12,917,797 

 10 介護サービス等諸費 12,245,700 

 15 高 額 サ ー ビ ス 費 317,000 

20 市町村特別給付費 29,597 
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25 特定入所者介護サービス等費 325,500 

25 保 健 福 祉 事 業 費  43,701 

 10 保 健 福 祉 事 業 費 43,701 

27 地 域 支 援 事 業 費  802,701 

 12 介護予防・生活支援サービス事業費 574,583 

 14 一般介護予防事業費 11,393 

 15 包括的支援事業・任意事業費 216,725 

30 基 金 積 立 金  7,776 

 10 基 金 積 立 金 7,776 

35 諸 支 出 金  8,018 

 10 償還金及び還付加算金 8,018 

40 予 備 費  30,000 

 10 予 備 費 30,000 

歳    出    合    計 14,191,000 
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議案第２８号 

 

令和６年度足利市国民健康保険特別会計（事業勘定）予算について 

 

 次のとおり定める。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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   令和６年度足利市国民健康保険特別会計（事業勘定）予算 

 令和６年度足利市の国民健康保険特別会計（事業勘定）の予算は、次に定める

ところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１４，０３５，０００千円と

定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出

予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 214 条の規定により債務を

負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負

担行為」による。 

 

第１表 歳入歳出予算                     (単位千円) 

 歳 入 

款 項 金    額 

10 国 民 健 康 保 険 税  2,264,578 

 10 国 民 健 康 保 険 税 2,264,578 

15 一 部 負 担 金  4 

 10 一 部 負 担 金 4 

20 使用料及び手数料  1,081 

 10 手 数 料 1,081 

25 国 庫 支 出 金  1 

 15 国 庫 補 助 金 1 

35 県 支 出 金  10,401,535 

 5 県 負 担 金 10,111,560 
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10 県 補 助 金 289,975 
   

45 財 産 収 入  613 

 10 財 産 運 用 収 入 612 

15 財 産 売 払 収 入 1 

50 繰 入 金  1,338,180 

 10 他 会 計 繰 入 金 996,150 

 15 基 金 繰 入 金 342,030 

55 繰 越 金  1 

 10 繰 越 金 1 

60 諸 収 入  29,007 

 10 延滞金加算金及び過料 16,000 

 20 雑 入 13,007 

歳    入    合    計 14,035,000    

 

 歳 出 

款 項 金    額 

10 総 務 費  275,586 

 10 総 務 管 理 費 258,711 

15 徴 税 費 16,065 

20 運 営 協 議 会 費 810 

15 保 険 給 付 費  10,134,149 

 10 療 養 諸 費 8,772,480 

15 高 額 療 養 費 1,305,050 

17 移 送 費 101 

20 出 産 育 児 諸 費 42,518 
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 25 葬 祭 諸 費 13,500 

 30 傷 病 手 当 諸 費 500 

25 共 同 事 業 拠 出 金  250 

 10 共 同 事 業 拠 出 金 250 

26 国民健康保険事業費納付金  3,430,952 

10 医 療 給 付 費 分 2,141,758 

15 後期高齢者支援金等分 958,341 

20 介 護 納 付 金 分 330,853 

30 保 健 事 業 費  122,381 

 5 特定健康診査等事業費 97,859 

10 保 健 事 業 費 24,522 

35 基 金 積 立 金  612 

 10 基 金 積 立 金 612 

40 諸 支 出 金  21,070 

 10 償還金及び還付加算金 21,069 

15 延 滞 金 1 

45 予 備 費  50,000 

 10 予 備 費 50,000 

歳    出    合    計 14,035,000 

 

第２表 債務負担行為                     (単位千円) 

事          項 期    間 限度額 

特定健康診査等受診券一括送付業務委託 
令和６年度から 

令和７年度まで 
2,126 

特定健診受診率向上対策事業 
令和６年度から 

令和７年度まで 
6,656 
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議案第２９号 

 

令和６年度足利市後期高齢者医療特別会計予算について 

 

 次のとおり定める。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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   令和６年度足利市後期高齢者医療特別会計予算 

 令和６年度足利市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところに 

よる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，５４２，０００千円と定

める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出

予算」による。 

 

第１表 歳入歳出予算                     (単位千円) 

 歳 入 

款 項 金    額 

10 後期高齢者医療保険料  1,869,525 

 10 後期高齢者医療保険料 1,869,525 

15 使用料及び手数料   167 

 10 手 数 料  167 

25 繰 入 金  666,370 

 10 他 会 計 繰 入 金  666,370 

30 繰 越 金  1 

 10 繰 越 金 1 

35 諸 収 入  5,937 

 10 延滞金加算金及び過料 1 

 15 償還金及び還付加算金 5,934 

 20預 金 利 子 1 

 30雑 入 1 

歳    入    合    計 2,542,000 
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 歳 出 

款 項 金    額 

10 総 務 費  99,411 

 10 総 務 管 理 費  91,674 

15徴   収   費  7,737 

15 広 域 連 合 納 付 金   2,434,655 

 10広 域 連 合 納 付 金  2,434,655 

20 諸 支 出 金  5,934 

 10 償還金及び還付加算金 5,934 

25 予 備 費  2,000 

 10 予 備 費 2,000 

歳    出    合    計 2,542,000 
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議案第３０号 

 

令和６年度足利市太陽光発電事業特別会計予算について 

 

 次のとおり定める。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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   令和６年度足利市太陽光発電事業特別会計予算 

 令和６年度足利市の太陽光発電事業特別会計の予算は、次に定めるところに 

よる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６６，３００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出

予算」による。 

 

第１表 歳入歳出予算                     (単位千円) 

 歳 入 

款 項 金    額 

10 売 電 収 入  50,936 

 10 売 電 収 入 50,936 

13 財 産 収 入  6 

 10 財 産 運 用 収 入 6 

15 繰 入 金  3,667 

 20 基 金 繰 入 金 3,667 

17 繰 越 金 

 

 11,690 

10 繰 越 金 11,690 

20 諸 収 入  1 

 10 雑 入 1 

歳    入    合    計 66,300 

 

 歳 出 

款 項 金    額 

10 管   理   費  65,312 
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 10 一 般 管 理 費 16,437 

15 施 設 管 理 費 48,875 

20 予 備 費  988 

 10 予 備 費 988 

歳    出    合    計 66,300 
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議案第３１号 

 

令和６年度足利市あがた駅北産業団地開発事業特別会計予算に

ついて 

 

 次のとおり定める。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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   令和６年度足利市あがた駅北産業団地開発事業特別会計予算 

 令和６年度足利市のあがた駅北産業団地開発事業特別会計の予算は、次に定め

るところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７８５，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出

予算」による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 230 条第１項の規定により

起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還

の方法は、「第２表 地方債」による。 

 

第１表 歳入歳出予算                     (単位千円) 

 歳 入 

款 項 金    額 

10 財 産 収 入  19 

 10 財 産 運 用 収 入 19 

20 繰 入 金  125,742 

 10 他 会 計 繰 入 金 125,742 

30 繰 越 金  1 

 10 繰 越 金 1 

40 諸 収 入  238 

 10 雑 入 238 

50 市 債 

 

 659,000 

10 市 債 659,000 

歳    入    合    計 785,000 
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 歳 出 

款 項 金    額 

10 産業団地開発事業費  660,456 

 10 産業団地開発事業費 660,456 

30 公 債 費  123,544 

 10 公 債 費 123,544 

40 予 備 費  1,000 

 10 予 備 費 1,000 

歳    出    合    計 785,000    

 

第２表 地方債                        (単位千円) 

起債の目的 限 度 額 
起 債 の 

方    法 
利   率 

償   還   の   方   法 

期  間 

(内据置期間) 
方    法 

産 業 団 地 

開発事業費 
659,000 

普通貸借

又 は 

証券発行 

4.0％以内

（ただし、 

利率見直

し方式で

借り入れ

る場合は、 

当該見直

し後の利

率） 

20年以内 

(5年以内) 

年賦又は半年 

賦償還とする。 

ただし、償還期

日は借入先と協

定するものとす

る。 

 市財政の都合

により繰上償還

のために償還年

限を短縮し、又

は低利債に借換

えすることがで

きる。 
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議案第３２号 

 

令和６年度足利市水道事業会計予算について 

 

 次のとおり定める。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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令和６年度足利市水道事業会計予算 

 （総則） 

第１条 令和６年度足利市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給 水 戸 数                 ６５，９４０戸 

（２）年 間 総 配 水 量        ２３，２２８，０００立方メートル 

（３）一 日 平 均 配 水 量            ６３，６３８立方メートル 

（４）主要な建設改良事業 

    施 設 改 良 費               ４８９，５３６千円 

    営 業 設 備 費                ２５，８９７千円 

    配 水 管 整 備 費               ７０６，７３８千円 

    施 設 整 備 費               ５０３，５８９千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

  収      入 

 第１款 水 道 事 業 収 益           ２，４２７，７００千円 

  第１項 営 業 収 益           １，９６２，５７０千円 

  第２項 営 業 外 収 益             ４５８，４６５千円 

  第３項 特 別 利 益               ６，６６５千円 

  支      出 

 第１款 水 道 事 業 費           ２，５７２，４００千円 

  第１項 営 業 費 用           ２，４５５，３３０千円 

  第２項 営 業 外 費 用              ９２，０６９千円 

  第３項 特 別 損 失                   １千円 

  第４項 予 備 費              ２５，０００千円 
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が

資本的支出額に対し不足する額１，６７６，３００千円は、当年度分消費税資本的

収支調整額１０７，４１５千円、当年度分損益勘定留保資金１，００６，４６９ 

千円及び建設改良積立金５６２，４１６千円で補てんするものとする。）。 

  収      入 

 第１款 資 本 的 収 入             ４９７，３００千円 

  第１項 国 庫 補 助 金                   １千円 

  第２項 企 業 債             ２８９，１００千円 

  第３項 他 会 計 出 資 金               ４，８２２千円 

  第４項 他 会 計 補 助 金                 ６４２千円 

  第５項 固定資産売却代金                   ５千円 

  第６項 工 事 負 担 金             ２０２，７３０千円 

  支      出 

 第１款 資 本 的 支 出           ２，１７３，６００千円 

  第１項 建 設 改 良 費           １，７２５，７６０千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金             ４０７，８４０千円 

  第３項 予 備 費              ４０，０００千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおり

と定める。 

事   項 期  間 限度額 

令和６年度足利市上下水道事業 

包括業務委託 

令和６年度から 

令和１１年度まで 

千円 

759,483 

令和６年度足利市浄水場等 

運転管理業務委託 

令和６年度から 

令和９年度まで 
475,838 
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 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利  率 償還の方法 

施 設 改 良 

事 業 

 千円  

 

177,800 

 

 

証書借入 

4.0％以内 

（ただし、利率見直

し方式で借り入れる

場合、利率の見直し

を行った後において

は、当該見直し後の

利率） 

借入先の融資条件

による。ただし、企

業財政その他の都合

により繰上償還又は

低利債に借り換える

ことができる。 

施 設 整 備 

事 業 
111,300 同上 同上 同上 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。 

（１）営 業 費 用 

（２）営 業 外 費 用 

（３）特 別 損 失 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額

に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議

決を経なければならない。 

（１）職 員 給 与 費                ３０９，５８３千円 

（２）交 際 費                     １０千円 
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 （他会計からの補助金） 

第１０条 水道事業に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

２７０，７７９千円である。 

 （たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、５０，０００千円と定める。 
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議案第３３号 

 

令和６年度足利市工業用水道事業会計予算について 

 

 次のとおり定める。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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令和６年度足利市工業用水道事業会計予算 

 （総則） 

第１条 令和６年度足利市工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところに 

よる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給 水 事 業 所 数                 １１（事業所） 

（２）年 間 総 配 水 量         ８，２５１，９２０立方メートル 

（３）一 日 平 均 配 水 量            ２２，６０８立方メートル 

（４）主要な建設改良事業 

    施 設 改 良 費                ３４，０７９千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

  収      入 

 第１款 工業用水道事業収益             １６５，６００千円 

  第１項 営 業 収 益             １５４，３１０千円 

  第２項 営 業 外 収 益              １０，８７４千円 

  第３項 特 別 利 益                 ４１６千円 

  支      出 

 第１款 工業用水道事業費              １６５，０００千円 

  第１項 営 業 費 用             １４７，９１７千円 

  第２項 営 業 外 費 用               ７，０８２千円 

  第３項 特 別 損 失                   １千円 

  第４項 予 備 費              １０，０００千円 
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が

資本的支出額に対し不足する額５４，０００千円は、当年度分消費税資本的収

支調整額１，７５４千円、過年度分損益勘定留保資金５２，２４６千円で補て

んするものとする。）。 

  収      入 

 第１款 資 本 的 収 入                 １００千円 

  第１項 国 庫 補 助 金                   １千円 

  第２項 固定資産売却代金                  ９８千円 

  第３項 工 事 負 担 金                   １千円 

  支      出 

 第１款 資 本 的 支 出              ５４，１００千円 

  第１項 建 設 改 良 費              ３４，１００千円 

  第２項 予 備 費              ２０，０００千円 

 （一時借入金） 

第５条 一時借入金の限度額は、１０，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。 

（１）営 業 費 用 

（２）営 業 外 費 用 

（３）特 別 損 失 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額

に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議

決を経なければならない。 
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（１）職 員 給 与 費                 １６，８８９千円 

 （他会計からの補助金） 

第８条 工業用水道事業に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金

額は、８，１２６千円である。 
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議案第３４号 

 

令和６年度足利市下水道事業会計予算について 

 

 次のとおり定める。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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令和６年度足利市下水道事業会計予算 

 （総則） 

第１条 令和６年度足利市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）接 続 戸 数                 ４３，７３９戸 

（２）年 間 総 有 収 水 量        １０，７６９，１５８立方メートル 

（３）一日平均処理水量            ２９，５０５立方メートル 

（４）主要な建設改良事業 

    管 渠 整 備 費               ７８７，６６１千円 

    処 理 場 整 備 費               ２１９，２５８千円 

    営 業 設 備 費                 ２，９７５千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

  収      入 

 第１款 下 水 道 事 業 収 益           ３，８４６，９００千円 

  第１項 営 業 収 益           １，９４２，７９５千円 

  第２項 営 業 外 収 益           １，９０２，９１９千円 

  第３項 特 別 利 益               １，１８６千円 

  支      出 

 第１款 下 水 道 事 業 費           ３，８４３，５００千円 

  第１項 営 業 費 用           ３，４３３，７４１千円 

  第２項 営 業 外 費 用             ３８４，７５８千円 

  第３項 特 別 損 失                   １千円 

  第４項 予 備 費              ２５，０００千円 
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が

資本的支出額に対し不足する額１，４９６，４００千円は、当年度分消費税資本的

収支調整額５１，７６６千円、過年度分損益勘定留保資金６０１，９９１千円、当

年度分損益勘定留保資金８４２，６４３千円で補てんするものとする。）。 

  収      入 

 第１款 資 本 的 収 入           ２，７８１，１００千円 

  第１項 国 庫 補 助 金              ６８，６００千円 

  第２項 企 業 債           １，６４６，１００千円 

  第３項 他 会 計 出 資 金             ６２３，０００千円 

  第４項 他 会 計 負 担 金             ４１７，８８２千円 

  第５項 工 事 負 担 金              ２４，２１０千円 

  第６項 受益者負担金・分担金               １，３０７千円 

  第７項 固定資産売却代金                   １千円 

  支      出 

 第１款 資 本 的 支 出           ４，２７７，５００千円 

  第１項 建 設 改 良 費           １，００９，８９４千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金           ３，２５７，６０６千円 

  第３項 予 備 費              １０，０００千円 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利  率 償還の方法 

下 水 道 

事 業 

 千円  

 

1,646,100 

 

 

 

 

証書借入 

 

 

4.0％以内 

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる場合、利率の

見直しを行った後

においては、当該

見直し後の利率） 

 借入先の融資条件

による。ただし、企

業財政その他の都合

により繰上償還又は

低利債に借り換える

ことができる。 



- １２８ - 

 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。 

（１）営 業 費 用 

（２）営 業 外 費 用 

（３）特 別 損 失 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額

に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議

決を経なければならない。 

（１）職 員 給 与 費                ２０６，９８２千円 

 （他会計からの補助金等） 

第９条 下水道事業に充てるため、一般会計からこの会計へ補助等を受ける金額

は、１，６９７，０００千円である。 
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報告第 １ 号 

 

市長専決処分事項報告について 

 

 次のとおり専決処分したので報告する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 

 

記 

 

番号 専決処分の内容 

１ (1) 専決処分の種類 

市が当事者である物損事故に係る和解及び損害賠償の額の決定 

(2) 当事者 

ア 足利市大月町在住 男性（以下この項において「甲」という。） 

(3) 事故発生状況 

令和３年１１月７日に足利市通二丁目６番地１９地先（市道通３丁目

鵤木通り路上）において、歩道乗入れ部の平板ブロックが、甲が運転す

る車両のフロントバンパー下部に接触し、破損したものである。 

(4) 主な和解内容 

ア 市は、甲に対し、車両修理代として、２０５，１５６円を支払うこと。 

イ 各当事者は、互いにこのほかの請求権を放棄し、アに定める以外の

請求はしないこと。 

(5) 和解年月日 

令和６年１月３０日 

(6) 損害賠償額 

２０５，１５６円 

  ２ (1) 専決処分の種類 

市が当事者である物損事故に係る和解及び損害賠償の額の決定 

(2) 当事者 

ア 足利市永楽町在住 女性（以下この項において「甲」という。） 

(3) 事故発生状況 
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令和５年１０月１１日に足利市伊勢町三丁目３番地７地先（市道伊勢

町３丁目６号線路上）において、歩道乗入れ部のインターロッキングブ

ロックが、甲が運転する車両のフロントバンパー下部に接触し、破損し

たものである。 

(4) 主な和解内容 

ア 市は、甲に対し、車両修理代として、８０５，８７８円を支払うこと。 

イ 市は、甲に対し、代車使用料として、４８０，０００円を支払うこと。 

ウ 各当事者は、互いにこのほかの請求権を放棄し、ア及びイに定める

以外の請求はしないこと。 

(5) 和解年月日 

令和５年１２月１９日 

(6) 損害賠償額 

１，２８５，８７８円 
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報告第 ２ 号 

 

令和６年度足利市土地開発公社の経営状況を説明する書類について 

 

 別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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報告第 ３ 号 

 

令和６年度公益財団法人足利市みどりと文化・スポーツ財団の経営

状況を説明する書類について 

 

 別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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報告第 ４ 号 

 

令和６年度公益財団法人足利市民文化財団の経営状況を説明する

書類について 

 

 別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 
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報告第 ５ 号 

 

令和６年度公益財団法人栃木県南地域地場産業振興センターの経営

状況を説明する書類について 

 

 別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 

 


